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　（宛先）　さいたま市長

　　

報告者 住所 東京都新宿区西新宿六丁目５番1号

　 氏名又は名称　　　　 　　　株式会社新都市ライフホールディングス

代表者の氏名
（法人の場合）

代表取締役社長　新居田　滝人
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環境負荷低減計画作成 （変更）報告書

　環境負荷低減計画を作成 （変更）したので、さいたま市生活環境の保全に関する条例第１１条第２項の規

定により、別添のとおり提出します。

株式会社新都市ライフホールディングス　パトリア東大宮

さいたま市見沼区春野2-8

連 絡 先

  　　年　　月　　日

経営企画部 ＣＳＲ・ＢＣＰ推進室

変 更 の 概 要

福士　千晴

03-5323-2325

03-5323-2538

fukushi-c@nul.co.jp



様式第４８号（第８６条関係）

令和　６　年　８　月　２９　日　

　（宛先）　さいたま市長

　　　　　　　埼玉県知事　

報告者 住所 東京都新宿区西新宿六丁目５番1号

氏名又は名称　　　　 　　　株式会社新都市ライフホールディングス　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名
（法人の場合）

代表取締役社長　新居田　滝人

電話番号 03-5323-2325

職　　　名 氏　　　　　　名

○
さいたま市生活環境の保全に
関する条例施行規則第８５条
第１項第１号に規定する事業
者

営業第四部長 新井　成夫

同 規 則 第 ８ ５ 条 第 １ 項
第２号に規定する事業者

　備考　１　「事業者の区分」の欄には、当該事業者が該当する事業者の区分に○印

　　　　　を付すこと。

　　　　　

　　　　注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

事　　業　　者　　の　　区　　分

環境負荷低減主任者選任届出書

　さいたま市生活環境の保全に関する条例第１１２条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

２　この届出書は、さいたま市生活環境の保全に関する条例の規定により、事業者
　が作成することとされている計画等に係る計画作成報告書等に添付して提出する
　こと。



環境負荷低減計画様式③－１ 　

令和 6 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の環境方針
1.基本理念
　環境にやさしい店舗を目指す

2.基本方針
　①建物所有者、建物管理者、本事業所内のテナントが協力して、環境負荷軽減を
　　推進する。
　②改正省エネ法に準拠して５年間平均原単位を年１％以上低減することを目標とす
る。

事業所番号 2041

事 業 活 動 の 概 要
約20テナントが出店しているショッピングセンター
従業員数：200名
敷地面積：13,817.53㎡
延べ床面積：30,572.08㎡
店舗面積：10,349㎡（従業員数、敷地面積、

延べ床面積等）

産業分類名（ 中分類） 各種商品小売業

エ ネ ル ギ ー
原油換算使用量（ k ℓ ）

2023(令和5)年度

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 56

942

2021(令和3)年度2022(令和4)年度

819

事 業 所 名 株式会社新都市ライフホールディングス　パトリア東大宮

所 在 地 さいたま市見沼区春野2-8

792

さいたま市　環境負荷低減計画

事業所種別
１　年間原油換算使用量1,500kℓ以上の事業所
２　大規模小売店舗のうち、店舗面積が5,000㎡以上である事業所

2



環境負荷低減計画様式③－２ 　

３　事業所の地球温暖化対策における推進体制

４　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

（１）　削減目標

～

1552

3

1,552

3

t-CO₂として、基準排出量：

t-CO₂として、
％を削減する。

基準排出量原単位： t-CO₂として、

％を削減する。2026年度までに

基準排出量： t-CO₂/指標として、
％を削減する。

％を削減する。2026年度までに

指標

基準年度の値
活動規模の指標

目標ベース
（必須）

温室効果ガス
合計

（必須）

エネルギー起源
　CO₂
（必須）

非エネルギー
起源CO₂

(該当する排出が
ある場合)

その他
温室効果ガス

（年間3,000t-CO₂
以上排出している

場合）

※環境負荷低減主任者を必ず記入すること（氏名の記載は不要）

計　画　期　間 2024(令和6)年度 2026(令和8)年度

2026年度までに

基　準　年　度
（2013年度から前々年度の間で

任意の年度を設定）
2022年度

基準排出量原単位： t-CO₂として、
2026年度までに ％を削減する。

温室効果ガス排出量（原則こちら）

排出量原単位

削減目標

基準排出量原単位：

2026年度までに

2026年度までに ％を削減する。

t-CO₂として、
％を削減する。

基準排出量：

2026年度までに ％を削減する。

t-CO₂として、基準排出量：

種類：

2026年度までに

基準排出量原単位： t-CO₂として、

建物所有者・環境負荷軽減責任者
㈱新都市ライフホールディングス

管理業務委託会社
㈱ザイマックス

各テナント



環境負荷低減計画様式③－3 　

５　事業所の温室効果ガス排出量
（１）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO₂換算（ｔ-CO₂）

計 画 提 出
前 年 度

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

1,529 1,517 1,505

1,606

0 0 0

0

1,529 1,517 1,505

1,606

0 0 0

0

0 0 0

0

0 0 0

0

0 0 0

0

0 0 0

0

0 0 0

0

0 0 0

0

1,529 1,517 1,505

1,606

1.5% 2.3% 3.0%

+3.5%

（２）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況

CO₂換算（ｔ-CO₂/指標）
計 画 提 出
前 年 度

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

0.0500 0.0496 0.0492

0.0525

0.0500 0.0496 0.0492

0.0525

生産量 ○○ あたり

出荷額 ○○ あたり

従業員数 ○○ あたり

床面積 ㎡ あたり 30572.08 30572.08 30572.08 30572.08

（　　　）
（※自由記載）

○○ あたり

※○○には活動規模の指標となる単語を記入してください。
　例：　ｍ、ｔ、百万円　など　

基準年度：2022年度比　削減率
実績

単位

基準年度：2022年度比　削減率
目標

実績

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 排 出 量
原 単 位

目標

実績

目標

実績

計画期間

CO₂

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO ₂

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO ₂

CO ₂ の 合 計
実績

実績

目標

目標

実績

目標

基準年度

2022年度

活 動 規 模 の 指 標

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

エネルギー起源CO2

そ の 他
温 室 効 果
ガ ス

メ タ ン

六 フ ッ 化 硫 黄

そ の 他 温 室 効 果
ガ ス 合 計

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO ₂ 排 出 量

原 単 位

実績

目標

実績

三 フ ッ 化 窒 素
目標

実績

一 酸 化 二 窒 素

目標

目標

実績

目標

実績

目標

目標

実績

ハ イ ド ロ
フ ル オ ロ カ ー ボ ン

パ ー
フ ル オ ロ カ ー ボ ン

目標

実績

計画期間

目標

実績



６　環境負荷の現状

（１）環境保全の取組のチェック（『取組チェック』）の結果

（２）環境への負荷のチェック（『負荷チェック』）の結果
①必須項目

項目 2023年度

廃棄物処分量 t/年 124.88
t/人 0.62

７　具体的な取組の内容

（1）必須項目
　二酸化炭素排出量の低減のための取組　

　前年度から二酸化炭素排出量が増減した理由

　廃棄物処分量の低減のための取組　

８　公表の方法

９　温室効果ガス排出量の削減率の公表

・日時

環境負荷低減計画様式③－４

・場所 自社ホームページにて公表（https://www.nul.co.jp）

―

原単位（従業員数当たり）

分別によるリサイクルの徹底

①館内空調の適切な管理により、運転時間の削減に努める。
②館内照明のＬＥＤ化進捗と不要照明消灯の徹底により、使用電力の削減に努める。

猛暑の影響による空調負荷の増大

・連絡先 部署：経営企画部　ＣＳＲ・ＢＣＰ推進室
電話番号：03-5323-2325
メールアドレス：energy-taskforce@nul.co.jp

公表の可否 公表可

公表不可の理由

●二酸化炭素排出量
様式③－３ 「５ 事業所の温室効果ガス排出量」のとおり

●廃棄物処分量



様式④　取組チェックシート

<項目① ： ＣＯ２（二酸化炭素）等の排出抑制>

注意

　1 環境負荷の少ない燃料の使用

△ エネルギー 都市ガス、灯油、電気等の環境負荷の少ないエネルギーを優先的に購入、使用している

　2 日常業務の管理に当たっての配慮

○ 空調 空調の設定温度を冷房28℃程度、暖房20℃程度に設定し、必要な区域・時間に限定している

○ ＥＶ エレベータの適正使用を徹底している

△ 給湯 保温性の高いポットの使用など給湯の適正管理を行っている

　3 省エネルギー型の設備・機器の使用

× 断熱 二重窓、複層ガラスの設置等により建物の断熱性能を向上させている

○ 照明
LED照明、高効率蛍光灯などの照明機器を導入し、使用しないときは消灯したり人感センサ（点滅・調
光）などで効率的に使用している

△ 空調
ヒートポンプ、氷蓄熱、ガスコジェネなど省エネルギー型の空調設備の採用、配管の断熱化の向上など積
極的に推進している

× 空調 ＣＯセンサ等による換気効率改善、空調機等のインバータ制御を導入している

× 給湯 給湯設備において、高効率機器の採用や配管等の断熱化等により省エネルギーを進めている

○ 節水 節水コマ、自動水栓などによる節水を行っている

× ＯＡ
コピー機、パソコン、プリンタなどＯＡ機器について、エネルギー効率をチェックし、効率の高い機器を
積極的に導入している

× ＥＶ 省エネルギーのエレベータを導入し、夜間部分停止など適正に運用・管理している

　4 生産プロセスの管理に当たっての配慮

― 熱 ボイラー等において、低空気比運転等の熱管理を徹底している

― 熱 ボイラー等の廃熱の利用を行っている

― 電気 インバータ等によるモータの回転数制御や電力不要時の負荷遮断、変圧器の遮断を行っている

　5 自然エネルギー・未利用エネルギーの利用

× 熱 太陽熱給湯システム等による太陽熱エネルギーの給湯・空調等への活用

× 電気 太陽光発電システムによる太陽光エネルギーの発電への利用

×
電気
燃料

食物残渣、廃食油等の廃棄物のバイオマスエネルギー利用

チェック欄数：１８

達成率　　26.7 %



<項目② ： 廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理>

　1 紙の使用量の抑制（再生紙については「項目⑤グリーン購入」で回答）

× 両面印刷、両面コピー、複数頁印刷等による会議資料等の事務文書のスリム化に取り組んでいる

× 使用済み封筒の再利用をしている

× 電子メディアの利用によるペーパーレス化に取り組んでいる

　2 廃棄物の発生そのものを抑える取組

×
リターナブル容器（ビール瓶、一升瓶等）やリサイクルしやすい製品を積極的に導入・使用し、廃棄物排
出の抑制に取り組んでいる

× コピー機、パソコン、プリンタ等について、リサイクルしやすい素材を使用している製品を採用している

× 詰め替え可能な製品の利用や備品の修理などにより、製品等の長期使用を進めている

　3 オフィス等におけるリサイクルの促進

○ 分別
紙、金属缶、ガラス瓶、プラスチック、電池等について、分別回収ボックスの適正配置などにより、ごみ
の分別を徹底している

× 分別 回収した資源ごみが正しくリサイクルされるように確認している

× 管理 コピー機、プリンタのトナーカートリッジの回収とリサイクルを進めている

× 管理
可能な限り食品残渣を堆肥にしたり廃食用油は石鹸等で再利用して、バイオマスエネルギーとして活用し
ている

△ 管理 包装・梱包の削減やリサイクルに取り組んでいる

　4 出荷・販売等に際しての梱包等に関する配慮

― 包装
環境負荷の少ない梱包材・包装材を使用し、リサイクルしやすい容器・製品の出荷・販売に取り組んでい
る

― 回収
紙パック、食品トレイ、アルミ缶、スチール缶、ペットボトル等の店頭回収・リサイクルに取り組んでい
る

― 輸送 配送ルート、時間帯等に配慮し輸送に伴う環境負荷の低減に努めている

― 管理
食品などについて、適正な在庫管理に努め廃棄物や過剰在庫によるエネルギー消費の削減などに努めてい
る

　5 生産工程における取組

― 工程から発生する金属くず、紙くず、廃液などの回収・再利用のための設備を設置し、活用している

　6 産業廃棄物等の適正処理

○
産業廃棄物、有害廃棄物、医療廃棄物等をマニフェストやリストを作成して、廃棄物の適正処理を確認し
ている

チェック欄数：１７

達成率　　16.7 %

<項目③ ： 輸送に伴う環境負荷の低減>

　1 車両の購入・選択に当たっての配慮

―
電気自動車、圧縮天然ガス（ＣＮＧ）車、ハイブリッド車、低燃費車、低排出ガス認定車等の低公害車の
購入・選択に取り組んでいる

―
自社の必要輸送量に対して適性な規模の車両の購入・選択を行い過積載、過少積載等の非効率な輸送の防
止に努めている

　2 モーダルシフト（自動車輸送から鉄道、海運へのシフト）の推進

― 主に大量・遠距離等の輸送は、鉄道や海運など環境負荷の少ない輸送手段を利用している

―
近距離の移動・事務的連絡等は、徒歩・自転車・電動アシスト自転車等の環境負荷の少ない移動手段を利
用している

　3 輸送の合理化・輸送方法の工夫

― 計画 最大積載量に見合った輸送単位の設定を行っている

― 計画 共同輸配送、帰り荷の確保に取り組んでいる

　4 自動車の使用に当たっての配慮

― 点検
タイヤの磨耗状況や空気圧等の出発前点検、プラグやオイルの定期的点検など、正しい性能が確保できる
よう車両を常に整備している

チェック欄数：７

達成率　　―　%



<項目④ ： 製品の開発・設計等における環境配慮>

　1 製品（プライベートブランド商品を含む）設計に当たっての環境配慮

― 製品の小型化、軽量化または長寿命化を図っている

― 再生資源の積極的利用に取り組んでいる

― リサイクルしやすいような素材・簡易な構造を指向し、部品等にその表示を行っている

― 自社独自の環境保全型商品等の開発に積極的に取り組んでいる

― 生産工程の省エネルギー化のため、部品点数の削減や共用化を図っている

　2 製品の出荷、販売後における環境負荷の削減

― フロン類の回収に取り組んでいる

― 交換・修理部品の長期的な確保に自主的に取り組んでいる

― 販売後のメンテナンスやリース方式など、製品の長期使用に向けたサービスを展開している

　3 製品（プライベートブランド商品を含む）に係る製品アセスメント等

― 自社製品及び社外から購入する部品等ついて、想定される環境負荷のチェックリストを作成している

―
新製品開発、モデルチェンジ等にあたり、環境負荷の測定・記録や製品アセスメント（製品が廃棄物になった場合の適正処理困難
性の評価、製品を生産～消費～廃棄にいたる各段階での環境負荷の評価（ライフサイクルアセスメント＝ＬＣＡ等を含む）を実施
している

― 既存製品についても、計画的に製品アセスメント等を実施している

― 外部から製品の環境負荷に関するデータの提供依頼があった場合、協力している

　4 環境保全型商品等の販売及び消費者に対する情報提供

―
再生資源を使用した商品、再生可能な商品、繰り返し使える商品、省資源、省エネルギー型の商品、容器
包装を簡素化した商品、エコマーク製品等を重点的に販売している

― 販売のときに、消費者等に製品の環境保全に関する情報を積極的に表示している

チェック欄数：１４

達成率　　―　%

<項目⑤ ： グリーン購入>

　1 再生紙の使用

―
コピー用紙、コンピュータ用紙、伝票・ノート・事務用箋等、封筒、名刺その他の紙について、再生紙・
間伐材等の未利用繊維などを用いた製品を利用している

　2 その他環境に配慮した物品等の購入、使用

― エコマークの付いた商品の購入に努めている

―
木材の調達にあたり、跡地の緑化・植林・環境修復が適切に行なわれていることに配慮し、または跡地緑
化等に協力している、または当該環境配慮を行なっている事業者から調達している

― 無漂白製品（衣料品）、水性塗料等の環境への負荷の少ない製品を優先的に購入、使用している

　3 環境に配慮した物品等の調達に係る基準等

― 環境に配慮した物品等の調達に係る基準・リストを作成し、現状に合わせて見直しを行っている

― 原料・中間材の購入に当たって環境配慮のチェックを行っている

チェック欄数：６

達成率　　―　%

<項目⑥ ： 環境教育、環境保全のための仕組みの整備>

　1 環境保全に関する職員等への教育、意識の向上

△ 職員等に環境意識の向上や、環境保全活動に必要な教育を行う計画を定めている

△ 委託・協力会社などの職員等についても、必要な知識、能力等を保有するよう、対応をとっている

　2 職員等の自主的なボランティア活動に対する支援

× 環境に関する研究や活動を行っているサークル等に対する支援を行っている

　3 法規制等への対応

× 法規制等の最新情報を常に入手している

　4 環境対応のための組織体制整備

○ 環境経営システムを実行するに当たり役割分担や責任、権限などが明確に定められている

チェック欄数：５

達成率　　20.0 %



様式⑤－1負荷チェックシート　燃料等使用量及びエネルギー起源CO2排出量

熱量 原油換算 原油換算使用量 二酸化炭素排出量

③=①×② ④ ⑤=①×②×④  ⑦=①×②×⑥×44/12

数値 単位 単位 GJ kL/GJ kL 単位 t-CO2

kL 38.20 GJ/kL 0.0187 t-C/GJ

kL 35.30 GJ/kL 0.0184 t-C/GJ

kL 34.60 GJ/kL 0.0183 t-C/GJ

kL 33.60 GJ/kL 0.0182 t-C/GJ

kL 36.70 GJ/kL 0.0185 t-C/GJ

kL 37.70 GJ/kL 0.0187 t-C/GJ

kL 39.10 GJ/kL 0.0189 t-C/GJ

kL 41.90 GJ/kL 0.0195 t-C/GJ

t 40.90 GJ/t 0.0208 t-C/GJ

t 29.90 GJ/t 0.0254 t-C/GJ

t 50.80 GJ/t 0.0161 t-C/GJ

千Nｍ
3 44.90 GJ/千Nｍ

3 0.0142 t-C/GJ

t 54.60 GJ/t 0.0135 t-C/GJ

千Nｍ
3 43.50 GJ/千Nｍ

3 0.0139 t-C/GJ

t 29.00 GJ/t 0.0245 t-C/GJ

t 25.70 GJ/t 0.0247 t-C/GJ

t 26.90 GJ/t 0.0255 t-C/GJ

t 29.40 GJ/t 0.0294 t-C/GJ

t 37.30 GJ/t 0.0209 t-C/GJ

千Nｍ
3 21.10 GJ/千Nｍ

3 0.0110 t-C/GJ

千Nｍ
3 3.41 GJ/千Nｍ

3 0.0263 t-C/GJ

千Nｍ
3 8.41 GJ/千Nｍ

3 0.0384 t-C/GJ

13A:45MJ/m
3 113 千Nｍ

3 45.00 GJ/千Nｍ
3 5,089 131 0.0136 t-C/GJ 254

13A:

43.12MJ/m
3 千Nｍ

3 43.12 GJ/千Nｍ
3 0.0136 t-C/GJ

13A:

46.04MJ/m
3 千Nｍ

3 46.04 GJ/千Nｍ
3 0.0136 t-C/GJ

12A:

41.86MJ/m
3 千Nｍ

3 41.86 GJ/千Nｍ
3 0.0136 t-C/GJ

調整ガス：

43.4MJ/m
3 千Nｍ

3 43.40 GJ/千Nｍ
3 0.0136 t-C/GJ

6A:

29.30MJ/m
3 千Nｍ

3 29.30 GJ/千Nｍ
3 0.0136 t-C/GJ

千Nｍ
3

千Nｍ
3

GJ/ t-C/GJ

GL/ t-C/GJ

③=①×② ④ ⑤=①×②×④ ⑦=①×⑥

GJ 1.02 GJ/GJ 0.060 t-CO2/GJ

GJ 1.36 GJ/GJ 0.057 t-CO2/GJ

GJ 1.36 GJ/GJ 0.057 t-CO2/GJ

GJ 1.36 GJ/GJ 0.057 t-CO2/GJ

GJ t-CO2/GJ

5,089 131 254

③=①×② ④ ⑤=①×②×④ ⑦=①×⑥

昼間（8時～22時） 千kWh 9.97 GJ/千kWh 0.495 t-CO2/千kWh

夜間（22時～翌8時） 千kWh 9.28 GJ/千kWh 0.495 t-CO2/千kWh

2,731 千kWh 9.76 GJ/千kWh 26,654 688 0.495 t-CO2/千kWh 1,352

千kWh 0.495 t-CO2/千kWh

千kWh 0.495 t-CO2/千kWh

26,654 688 1,352

GJ t-CO2/GJ

千kWh t-CO2/千kWh

0

0

31,744 0.0258 819 1,606

※ 低炭素電力の受入による削減量を加味する場合は、以下にご記入ください（複数事業者がある場合は2行目以降に記載ください）。
※ 削減量（右端のセル）が自動計算される内容と異なる場合は直接入力してください。

低炭素電力事業者 登録番号 削減量

千kWh 0

千kWh 0

千kWh 0

↑半角で入力してください。

合 計

t-CO2/千kWh

t-CO2/千kWh

調整後排出係数

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

① ② ⑥

t-CO2/千kWh

高効率コージェネレーションシステムからの
電気及び熱の受入による削減量

外

部

供

給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

低炭素電力の受入による削減量 電力会社における電力メニュー名称 国が告示した電力メニュー名称

小 計

0.0258

再生可能エネルギーの環境価値を移転し
た 電 気

再生可能エネルギーを自家消費した
電 気

②

産 業 用 以 外 の 蒸 気

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の
循 環 価 値 を 移 転 し た 熱

石 炭 コ ー ク ス

コ ー ル タ ー ル

コ ー ク ス 炉 ガ ス

高 炉 ガ ス

無 煙 炭

転 炉 ガ ス

その他燃料

温 水

冷 水

小 計

種類

使用量

液化天然ガス（ＬＮ
Ｇ ）

①

石油系炭化水素ガス

単位当たり発熱量 排出係数

ナ フ サ

灯 油

軽 油

Ａ 重 油

⑥

0.00258

0.0258

① ② ⑥

エ

ネ

ル

ギ
ー

起

源

C

O

2

燃

料

及

び

熱

原 油 （ コ ン デ ン セ ー ト を 除 く ）

原油のうちコンデンセート（ＮＧＬ）

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

石 油 ア ス フ ァ ル ト

石 油 コ ー ク ス

石油ガ
ス

産 業 用 蒸 気

石 炭

原 料 炭

一 般 炭

電

気

※

一般電気事業者

そ の 他 の 買 電

その他可燃性天然ガス

Ｂ ・ Ｃ 重 油

液化石油ガス（ＬＰ
Ｇ ）

可燃性
天然ガ

ス

小 計

都市ガス
（※）



様式⑤－２負荷チェックシート　燃料等使用量及びその他温室効果ガス排出量

t-CO2

kg 2.92 t-CO2/t

kg 2.29 t-CO2/t

kg 1.72 t-CO2/t

kg 2.55 t-CO2/t

kg 2.77 t-CO2/t

kg 1.57 t-CO2/t

kg 0.775 t-CO2/t

L 2.63 t-CO2/kL

L 2.62 t-CO2/kL

kg 1.57 t-CO2/t

kg 0.775 t-CO2/t

kg 0.502 t-CO2/t

kg 0.428 t-CO2/t

kg 0.449 t-CO2/t

kg 0.440 t-CO2/t

kg 0.471 t-CO2/t

kg 1 t-CO2/t

kg 0.415 t-CO2/t

kg 2.3 t-CO2/t

kg 2.8 t-CO2/t

L 2.2 t-CO2/kL

kg 3 t-CO2/t

Nm3 2.3 t-CO2/千Nm3

kg 2.7 t-CO2/t

Nm3 2.2 t-CO2/千Nm
3

Nm3 0.85 t-CO2/千Nm
3

kg 2.3 t-CO2/t

kg 0.76 t-CO2/t

kg 1.1 t-CO2/t

kg 0.014 t-CO2/t

kg 3.4 t-CO2/t

kg 0.005 t-CO2/t

kg 1

kg 1

t-CH4 25 t-CO2/t-CH4

t-N2O 298 t-CO2/t-N2O

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t- t-CO2/t-

t- 　 t-CO2/t-

t-
S
F6

22800 t-CO2/t-SF6
t-
NF

3

17200 t-CO2/t-NF3

二酸化炭素排出量

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

小 計

噴 霧 器 の 使 用 に よ る CO2 排 出 量

エ チ レ ン の 製 造

カ ル シ ウ ム カ ー バ イ ト を 原 料 と し た ア セ チ レ ン の 使 用

電 気 炉 を 使 用 と し た 粗 鋼 の 製 造

ド ラ イ ア イ ス と し て の CO2 使 用 量

そ
の
他
温
室
効
果
ガ
ス

メ タ ン

一 酸 化 二 窒 素

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

シ リ コ ン カ ー バ イ ト の 製 造

カルシウム
カーバイト

の
製 造

生 石 灰 の 製 造

生 石 灰 の 還 元

ソ ー ダ 灰 の 使 用

アンモニア
の

製 造

石 炭

石 油 コ ー ク ス

ナ フ サ

液 化 石 油 ガ ス （ LPG ）

液 化 天 然 ガ ス （ LNG ）

天 然 ガ ス
（ 液 化 天 然 ガ ス （ LNG ） を 除 く ）

コ ー ク ス 炉 ガ ス

ソーダ石灰ガラ
ス又は鉄鋼の製

造

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ソ ー ダ 灰 の 製 造

合成繊維及び廃ｺ ﾞ ﾑ ﾀ ｲ ﾔ以外の廃ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ類
（ 産 業 廃 棄 物 に 限 る ）

セ メ ン ト 製 造

生石灰の製
造

石 灰 石

ド ロ マ イ ト

ご み 固 形 燃 料 （ Ｒ Ｐ Ｆ ）

ご み 固 形 燃 料 （ Ｒ Ｄ Ｆ ）

廃棄物燃料の使用

廃油（植物性のもの及び動物性のものを除く）から製造さ
れ る 燃 料

廃プラスチック類から製造される燃料油（自ら製造するも
の を 除 く ）

ご み 固 形 燃 料 （ Ｒ Ｐ Ｆ ）

ご み 固 形 燃 料 （ Ｒ Ｄ Ｆ ）

使用量区分

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス

合 計

小 計

三 フ ッ 化 窒 素

六 フ ッ 化 硫 黄

排出係数（その他温室効果
ガス欄は地球温暖化係数）

そ の 他 の 廃 ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ 類

種類

非
エ
ネ
ル
ギ
ー

起
源
C
O

2

廃棄物の焼却及び
製品の製造の用途へ
の使用

廃 油 （ 植 物 性 の も の 及 び
動 物 性 の も の を 除 く ）

合 成 繊 維

廃 ゴ ム タ イ ヤ



　

自らの事業活動により排出される廃棄物等の年度排出量を把握します。
実績が、年度単位でない場合は、欄外に対象期間を記載してください。
ここでいう「廃棄物等」には、無価物である廃棄物に加え、有価物として再利用される紙くず、金属くず等を含みます。
なお、減量化量は、焼却、脱水、乾燥処理等による減量分を示します。
　

白上質紙 t t t 0.00 t ― ％
新聞紙 t t t 0.00 t ― ％
段ボール 297.85 t t 297.85 t 0.00 t 100.0 ％
その他の紙 6.49 t t 6.49 t 0.00 t 100.0 ％

t t t 0.00 t ― ％
1.77 t t 1.77 t 0.00 t 100.0 ％
0.10 t t 0.10 t 0.00 t 100.0 ％

124.88 t t t 124.88 t 0.0 ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％
t t t 0.00 t ― ％

431.09 ｔ 0.00 t 306.21 t 124.88 t 71.0 ％

○

t
百万円

○ 人
千㎡
（　　　）

従業員数当たり

2-7 廃棄物等合計

生産量当たり
出荷額当たり

（　　　）当たり

2-6
再資源化率

(（ハ/イ）×100)
2-5

 廃棄物等
 処分量(ニ)

廃プラスチック

床面積当たり ――

2-3
減量化量(ロ)

2-4
 再資源化 量

(ハ)

ペットボトル

2-1
廃棄物等種別

―
1.53110.00002.1554

2-2
廃棄物等

 発生量 (イ)

厨房ごみ

事
業
系
一
般
廃
棄
物
等

ガラス・コンクリート・陶磁器くず
蛍光灯（水銀使用製品）

―
0.6244

産
業
廃
棄
物
等

― ―

可燃物・不燃物
粗大ごみ

缶

―

紙
類

廃乾電池

t/t
t/百万円―

2-8 活動規模当たり

金属くず

―

産
業
廃
棄
物

特
別
管
理

様式⑤－３負荷チェックシート　廃棄物等排出量(自己排出分)

（　　　）

―――

生産量
出荷額

t/人
t/千㎡

―
―
―

(単位)

t/（　　　）

床面積
200従業員数

―


